
 

都道府県行政改革白書
～その歩みを止めません。さらなる行政改革に取り組みます～ 

―  概要版（今回報告テーマ） ― 

◎上記の「さらなる改革の方向性」を参考として、地域の実情等と比較検証を行いながら、各都道府県において改革に直ちに取り組む。 

◎さらなる行政改革に必要な制度改正や見直しについては、国へ働きかける。 

【基本的考え方】 

  行政改革の先進的取組を参考に、各都道府県の今後の行政改革の羅針盤となるよう改革の方向性を示す。 
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平成２２年１２月２２日 
全国知事会行政改革 PT 

◎現行制度においても、監査機能の
充実・強化に取り組みます。 

○独立性強化 
・識見委員の増 

（定数増、OB の不選任） 
○監査能力の向上と実施体制の強化
・監査委員、事務局職員の研修 
・専門性を有する人材の確保 

   (公認会計士の期限付き任用等)
○監査の実効性・透明性の確保 
・学識経験者等からの意見聴取 
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの監査結果等の公表 

○監査の効率性の確保 
・書面監査活用等 

◎監査制度を抜本的に見直す場合の
留意点 

・議会の権能や責任のあり方、地方公
共団体の基本構造のあり方等の議論
と関連づけた総合的な議論が必要 

・これまでもＯＢ委員の就任制限等の
法改正により機能を充実・強化 

・不適正な経理処理の発覚により、制
度が有効に機能しているか疑問視 

・地方制度調査会から、「さらに必要
な改善を図るべき」との答申 

・国において、制度の抜本的見直しを
検討中 

国での検討内容 

①監査の多くを外部監査に移行 

②長から独立した内部監査役の新設

③複数自治体による共同組織の設立

●監査制度は有効に機能しているの
か。 

監査制度の抜本的改革 

◎退職手当の水準のあり方を検討
します。 
○地域の民間水準を的確に把握し

た客観的指標の研究 

 ・既存調査データでは、精緻な水準

比較は困難 
○社会情勢等を踏まえた制度のあ

り方の研究 

・定年延長等の高齢期雇用問題 
・変化する民間の退職金制度（賃金

非連動型（ポイント制等）など） 
・公務員の労使関係制度の見直し 

◎給料の適正化などに取組み、退職

手当の水準の適正化を図ります。 

○職務の格付け等の検証 

・国の退職手当は、人事院の実態調査
による官民比較により見直し 

（概ね 5、6 年ごと） 
・都道府県の退職手当は国に準拠する
ことで、民間と均衡していると認識 

【問題点】 
・「就労条件総合調査（厚生労働省）」
等の調査結果によると、民間水準と
乖離している可能性あり 

・地方公務員の支給水準は全国一律
で、地域における水準差を不反映 

●民間に比べて、高い支給水準となっ
ていないか。地域差は反映されてい
るか。 

職員退職金カット 

◎住民に分かりやすい評価手法と情
報公開により、住民に理解される
行政組織づくりに取り組みます。

 
○類似団体の比較による職員数の点
検 
･適正規模の絶対的指標の算出は困
難なため、人口規模等の指標を基に
類似団体をグルーピングして比
較・検証 

 
○総人件費による比較・管理 
・中長期の人件費所要見込額等の情
報開示 

 
○人件費を含む総事業費による比較
・管理 
･事業別、部門別の総事業費の把握に
基づく人件費管理等 

･他団体比較には会計基準の統一化
が必要 

・都道府県の職員数は、平成 21 年度
まで 18 年連続で減少 

・国の要請以外の独自の職員数削減の
取組は 45 団体で実施中 

・約 77%を占める教員、警察官は法令
等の配置基準あり、独自削減は困難 

【課題】 
・職員数の適正規模を評価する指標がな
いため、厳しい職員削減の改革努力が
住民に十分理解されない状況 

 

●職員定数は都道府県の規模を反映
した適正なものとなっているか。 

定数管理のあり方 

◎透明性が高く、住民の理解が得ら
れる給与決定システムを目指し
ます。 

○必要な仕組み 
・交渉に際しては中立的な第三者の
調査による客観的な指標が必要 

・手続面では、議会の関与が必要 
自立的労使関係に配慮しながら

も、内容の一定程度は条例で定め
るべき。 

・労使交渉の過程や結果についての
情報公開 

・地方公共団体を超えた交渉権限の

一元化を義務づける制度は不適切 
◎制度改革は全体像を示し、幅広い視点

から議論を行い、国民、住民の理解

を得ながら進めることが必要   

・現行は人事委員会勧告を基本に、職
員団体との交渉を経て、条例で決定 

・国は労働協約締結権付与を前提とし
た労使関係制度見直しを検討中 

【労使関係制度検討委員会の報告】 
・各論点の選択肢を３パターンのモデ

ルケースで例示 
①労使合意重視 ②議会関与重視

③その折衷 
・基本的な視点 
① 議会民主主義等の憲法上の要請、

近代公務員制度の原則の充足 

② 賃金決定は民間と異なり、市場の

抑制力が働かない等の特徴 

●労使交渉による給与決定の場合、客
観的指標や議会の関与等は不要か。 

公務員給与決定システムの研究 

◎各団体が自らの判断と責任によ
り、地域の実情や住民への説明責
任に留意し、引き続き検討・見直
しを行います。  

○政策的に先導する意義があるもの
は推進（民間への普及・国への拡充
要望） 
・社会通念から逸脱しない範囲とし
て住民の理解が必要 

･意義が薄くなったもの等は見直し 
 
○国及び他団体との均衡に留意する
ため情報の共有化を推進 

  
○住民の理解を得られるよう透明性
を向上 
･｢人事行政の運営等の状況の公表｣
等のツールを活用 

・地方公務員法では「国・他団体との
均衡を考慮して決定」と規定 

・各団体とも特別休暇、特殊勤務手当
等の見直しを実施 
 

・国の取扱を上回る特別休暇は政策的
に公務部門が先導している側面 

産前休暇等(次世代育成支援) 

【課題】 
・国、都道府県間で制度内容、水準設
定に違い 

・住民の理解が必要（公務員の勤務条
件に対しては住民の高い関心） 

●公務員の休暇等の勤務条件は適正
なものか。 

勤務条件の見直し 
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都道府県行政改革白書
～その歩みを止めません。さらなる行政改革に取り組みます～ 

―  概要版（全体１２テーマ） ― 

◎上記の「さらなる改革の方向性」を参考として、地域の実情等と比較検証を行いながら、各都道府県において改革に直ちに取り組む。 

◎さらなる行政改革に必要な制度改正や見直しについては、国へ働きかける。 

【基本的考え方】 

  行政改革の先進的取組を参考に、各都道府県の今後の行政改革の羅針盤となるよう改革の方向性を示す。 

平成２２年１２月２２日 
全国知事会行政改革 PT 

天下りの全廃 

◎次の視点からさらに改革を
進めます。 
 
○定年退職を原則 
       
○再就職先での適切な報酬額 
(再就職先に要請)      

   
○退職金の不支給 
  (再就職先に要請) 
   
○再就職情報の公表の徹底(氏

名、団体名、役職等できる限
りの情報を公表) 

 
◎国の天下りとの違いを明確に
し、住民の理解が得られる仕組
みを目指します。 
   

●都道府県職員の天下りはある
のか。あるとすれば、不適切な
実態はないか。 

再任用制度の見直し 

◎人事管理のあり方に帰着す
る各都道府県固有の課題で
あり、実情に応じ、次の視点
から見直しを進めます。 

 
○若年者採用とのバランスへの
配慮 

 
○実情に応じた勤務時間の設定

○実情に応じた職域の設定、拡
大（専門分野以外の職域への
拡大等） 

  
○退職時の職階にとらわれない

能力・適性に応じた再任用 

●再任用制度は適切に運用され
ていないのではないか。 

◎退職手当の水準のあり方を
検討します。 
○地域の民間水準を的確に把握

した客観的指標の研究 

○社会情勢等を踏まえた制度の

あり方の研究 

・定年延長等の高齢期雇用問題

・変化する民間の退職金制度（

賃金非連動型（ポイント制等

）など） 
・公務員の労使関係制度の見直

し 
◎給料の適正化などに取組み

、退職手当の水準の適正化

を図ります。

●民間に比べて、高い支給水準
となっていないか。地域差は
反映されているか。 

職員退職金カット 

◎住民に分かりやすい評価手
法と情報公開により、住民に
理解される行政組織づくり
に取り組みます。 

○類似団体の比較による職員数
の点検 
･適正規模の絶対的指標の算出
は困難なため、人口規模等の
指標を基に類似団体をグルー
ピングして比較・検証 

○総人件費による比較・管理 
・中長期の人件費所要見込額等
の情報開示 

○人件費を含む総事業費による
比較・管理 
･事業別、部門別の総事業費の
把握に基づく人件費管理等 

●職員定数は都道府県の規模を
反映した適正なものとなって
いるか。 

定数管理のあり方 

◎各団体が自らの判断と責任
により、地域の実情や住民
への説明責任に留意し、引
き続き検討・見直しを行い
ます。  

○政策的に先導する意義があ
るものは推進（民間への普
及・国への拡充要望） 
・社会通念から逸脱しない範
囲として住民の理解が必要 

･意義が薄くなったもの等は
見直し 

○国及び他団体との均衡に留
意するため情報の共有化を推
進   

○住民の理解を得られるよう透
明性を向上

●公務員の休暇等の勤務条件は
適正なものか。 

勤務条件の見直し 

事務、機関、施設等の共同
化の可能性

●各都道府県間等で事務、機関、
施設を共同化することで、効率
化が図れるのではないか。

◎共同化に向けての取組を
推進します。 

○共同化の将来性 
･行政改革の有効なツール 
･地方分権改革における戦略
的な取組となる可能性を秘
めている。 

 
○コーディネート機能の整備 
  地域ブロック単位でコーデ

ィネート機能の整備が必要。
 
○標準仕様の検討 
 地域ブロック単位、全国単
位で検討が必要。  

     
 

事業評価制度 

◎制度をさらに有効に機能さ
せるため、次の視点から見直
しを進めます。 

 
○外部評価の導入と県民意見の

反映（広報の仕方も検討）  
【参考事例】 
 ･外部評価者に一般公募の県民

も含める。    
 ･評価対象事業を外部評価者が

選定する。 
･ホームページを活用した意見
聴取の実施。 

○職員負担の軽減 
【参考事例】 
・予算編成システムに調書を組
み込み、予算と連動。 

●事業評価制度は有効に機能し
ているのか。 

◎他団体の見直しを参考に、各
団体の実情に合わせ、自主
的に見直しを進めます。  

【参考事例】 
・日額化の委員例 

1)収用委員会、海区漁業調整委員
会、内水面漁場管理委員会  

2)監査委員(識見)、公安委員会を
除く全ての委員 

3)全委員 
・支給の考え方例 

1)特別な事情がある場合は月額
支給、それ以外は日額支給 

2)日額を基本としつつ、日額で評
価し難い職責等に基礎報酬(月
額)を支給 

●行政委員会の報酬は適正なも
のか。 

行政委員会の報酬見直し 
 随意契約に係る情報公開の
あり方

◎随意契約の透明性をさらに
高めるため、次の視点から見
直しを進めます。 
 
○情報公開の徹底 
・出資法人等の経営状況、都道
府県の関与の状況等を、定期
的に把握し、公表する。 

・契約内容の公表に併せて出資
法人等の詳細な情報を公開す
る。   

○随意契約の適正化 
・競争入札や競争的手続きの導
入の推進 

 ･指針等を策定し、随意契約の
点検調査、評価、指導、公表
を行う 

●出資法人等との随意契約は不
透明に運用されていないか。 

◎現行制度においても、監査機
能の充実･強化に取組みます｡ 
○独立性強化 
・識見委員の増 
○監査能力の向上と実施体制
強化 
・専門性を有する人材の確保 

○監査の実効性・透明性の確保
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの監査結果公表 

○監査の効率性の確保 

◎監査制度を抜本的に見直す場
合の留意点 
・議会の権能や責任のあり方、
地方公共団体の基本構造のあ
り方等の議論と関連づけた総
合的な議論が必要 

●監査制度は有効に機能して
いるのか。 

監査制度の抜本的改革 
国関係法人への支出の総点
検 
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◎個別の事業や法人の財務・ 
運営を対象とした次の視点
から支出の点検を進めます。 

 
○見直しの視点 
・事業の必要性の視点 
 （代替性、民間参入等） 
・費用対効果等の事業手法の

妥当性の視点 
 （競争性の確保等） 
・法人の財務状況・運営面等

の妥当性の視点 
 （内部留保等） 

 
○国関係法人の財務内容、運営
等の透明性の向上、事業に対す
る説明責任を求めて行くこと
も必要。 

●国関係法人への分担金等の支
出は、必要かつ適正なものか。 

◎透明性が高く、住民の理解が
得られる給与決定システム
を目指します。 

○必要な仕組み 
・中立的な第三者の調査による
客観的な指標が必要 

・手続面では、議会の関与が必
要 

・労使交渉の過程や結果につい
ての情報公開の検討 

・地方公共団体を超えた交渉権

限の一元化義務づける制度は

不適切 
◎制度改革は全体像を示し、幅広

い視点から議論を行い、国民、
住民の理解を得ながら進める
ことが必要   

●労使交渉による給与決定の場
合、客観的指標や議会の関与等
は不要か。 

公務員給与決定システムの
研究 
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